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上司のリーダーシップ機能，作業チーム内の葛藤，

および対処行動の影響過程に関する検討

村 山 綾*.大 坊 郁 夫*

The Infiuence Process of Supervisor's Leadership Function， 

Intragroup Confiict， and Management Behavior 
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This study focused on the intragroup conflict， that is one of the significant concepts for better 

human r巴lationsand performances within work groups. The effect of supervisors' leadership 

behavior on two typ巴sof conflict within work groups (i巴， task conflict and relationship conflict) 

and conflict management behavior was tested. In addition， the effect of intragroup conflict on the 

management behavior was also tested. A total of 133 employe巴sfrom 13 different privat巴

enterprises participated in this study. The r巴sultof the structural equation modeling revealed 

that 1) lower levels of relationship-oriented function of the supervisor led to higher levels of both 

task and relationship conflict， 2) higher levels of relationship conflict led to higher levels of 

activeness and lower levels of agreeableness of conflict managem巴ntbehavior， and 3) supervisors' 

leadership behavior affect on conflict management behavior differently 
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問 題

組織やチ ムに所属する人々にと って，良好な対

人関係を維持し生産性を高めることは，常に興味 ・

関心の対象となってきた。生産性の向上には，物理

的な職場の労働条件よりも人間関係が重要であ るこ

とは Mayo(1933)によるホ ーソン研究か らも明ら

かである。しかしながら，管浬職からバー卜従業員

を含む，組織で働く男女を対象とした労働者健康状

況調査では，仕事に関する強い不安，悩み，ス トレ

スの原因として「職場の人間関係」が最も多く(全

体の 35.1%)挙げられている(厚生労働省， 2002)。

これは，職場での良好な人間関係の維持が困難な状

況を示 していると いえよう。本研究では，職場の良

好な人間関係の構築，ならびに生産性の向上と関連
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する概念、として集団内葛藤を取り上げる。そして，

集団内葛藤を高める要因や集団内葛藤への対処行動

に関する一連の影響過程を説明するモデルの提示を

試みる。

集団内葛藤は，目襟を共有するメンバーが，意思

決定場面などで他のメンバーと相容れない要求や行

動があることを知覚する過程と定義される (De-

Church & Marks， 2001)。対人葛藤の一形態として

分類される場合もあるが(巴 g.，Rahim & Bonoma， 

1979)，複数のメンバ一間で同時に知覚されるとい

う点や，メンバ一同士が共通の目標を有するという

前提の ドで知覚される点で区別されるべきである。

さらに Guetzkow& Gyr (1954)は，集団内葛藤に

ついて，対人関係における価値観やパーソナリティ

の不一致を表す「関係葛藤 (relationshipconflict)J 
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村山 ・大坊ー作業チ ム内での2種類の葛藤 ( 121 ) 

と， 意見やアイデアの相違を表す「課題葛藤 (task

conflict)Jに区別可能であると提案した。そして先

行研究から 2種類の集団内葛藤が集団の人間関係

や生産性に異なる影響を示すことが明らかにされて

きた (e.g.，Jehn， 1995; Jehn & Mannix， 2001)。

課題葛藤は，その程度が適切な場合，議題となっ

ている内容の認知的理解や他の選択肢のu今l味を通し

て生産性を向上させる。例えば， Schulz-Hardt， 

Mayer， & Frey (2002)は， ディスカ y ションを行

う前にメンバ一間で意見の不一致があるほうが最終

的によい決定を行うことを明らかにした。

Hoffman， Hurberg， & Maier (1962)は， 4人からな

る課題解決集団において課題葛藤の度合いを操作し

て集団決定の質を検討した。その結果，意見の相違

がみられ，それを通して代替的な解決方法を検討す

ることが，より質の高い決定につながると考察して

いる。 一方で関係葛藤は，その程度に関係なく，組

織やチームへの所属に対する感情的受容や，意思決

定の質を低下させ，生産性にネガティブな影響を与

える(Jehn，1995; Simons & Peterson， 2000)。組織

やチ ム内の良好な対人関係の維持や生産性の向上

には，課題葛藤を適度に経験し，関係葛藤を極力低

減させる必要がある。

このように，2種類の集団内葛藤(関係葛藤と課

題葛藤)が集団の生産性に異なる影響を及ぼすとい

う知見は，先行研究において指摘されている。しか

しながら，生産性との関連が注目されるがゆえに，

課題葛藤を経験した際や，関係葛藤を低減するため

にメンパーがとっている対処行動の検討はいまだ少

なし、。集団内で知覚された葛藤が，相互作用を通し

て一定であるとはいし、がたく，集団メンバーは，解

消や低減に向けた行動に従事していることが予測さ

れる。そして，適切な対処行動により，生産性が向

上する一方，うまく葛藤に対処できなかった場合

は，集団やメンバーにとってネガティフ。な効果を生

じさせると考えられる。つまり，生産性や対人関係

の維持にとって，集団内葛藤への対処行動の検討

は，メ ンバーの自発的な行動を対象とする点で重要

な意味をもつのである。

集団内葛藤対処行動と生産性との関連を検討した

数少ない研究として，DeChurch & Marks (2001) 

が挙け、られる。具体的には，集団による意思決定場

面の課題葛藤とアウトプッ トと の関係にメンバーの

対処行動が影響している可能性が検討された。その

結果，課題葛藤の知覚時の同意的な対処行動が， 集

団への満足度の高さにつながることが明らかになっ

た。また，活動的で主張的な対処行動は，集団の生

産性を高めることも示された。ただし，この実験状

況では関係葛藤が測定されていなし、。既存の組織に

所属する従業員を対象として 2種類の集団内葛藤

を測定した場合には，両者に正の相関関係が見られ

ることが多い (e.g.，Simons & Peterson， 2000)。さ

らに，集団にネカティフな効果を及ぼす関係葛藤へ

の対処行動は，良好な対人関係に向けても重要な検

討対象である。この点からも，課題葛藤のみではな

く，関係葛藤への対処行動も明らかにすべきであろ

つ。

集団内葛藤への対処行動1)

集団内葛藤研究において注目されてこなかった対

処行動に関する研究は， 主に対人葛藤の文脈か ら検

討が進んだ。そして， その研究領域は，葛藤対処行

動そのものの分類研究と，葛藤対処行動の選択に影

響する要因研究にまとめることができる (Ohbuchi

& Ki tanaka， 1991;加藤， 2003)。

分類研究では，多くの知見が提出されている。例

えば， Falbo & Peplau (1980)は，対人関係一般に

おける対人葛藤対処行動を，多次元尺度構成法を用

いて分類した。 その結果， 合計 22種類の解決方lUa

が， 1)双方向一一方向と， 2)直接一間接の 2次元に

分類された。藤森 (1989)では，学生寮に住む大学生

を対象にして，対人葛藤の有無とその内容，解決ス

トラテジーなと♂について質問を行い，解決ストラテ

ジーの客観的分類を試みた。その結果，要求 ・命令

や共感的調整，暗示 ・例示，協力的提案といった解

決ストラテジ ーが 1) コミュニケ ーゾヨンの促進

性， 2)葛藤解決の方向性からなる 2次元で説明さ

れることが明らかになった。 Sternberg& Soriano 

(1984)では対人葛藤のみならず，個人内葛藤，組織

1)葛藤対処に関する用語には， 対処スタイル， 対処

方略， 解決方|略， 解決方略スタイル等多くのもの

が存在する。 この結果， 葛藤対処の概念的位置つ

けが暖昧になるという問題点が生じる。本研究で

は， 葛藤対処を 「特定の状況や関係性によって個

人が採用する行動」 として捉え， I葛藤対処行動」

と表現することとする。ただし 言及する先行研

究に関しては， 当該論文において用いられている

用語をそのまま使用する。
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内葛藤を対象と し それぞれの状況でいくつかの対

処行動がとの程度採用されるのかをシナリオを用い

て検討した。対処行動として挙げられたのは，身体

的行為 (physicalaction)，経済的行為(巴conomlc

action)，静観 (waitand see)，状況の受容 (accept

the situation)，譲歩 (step-down)，第 3者介入

(third-party intervention)，評判を傷つける (un

dermine esteem)の7方略である。分析の結果，ど

の状況下においても第 3者介入が最も有効な方法で

あると評定される結果が得られた。葛藤対処行動の

分類については多くの研究があり， また種類も豊富

であるが， これらが主要な対処行動を含んでいるの

かと いった代表性や，すべて並列に扱えるのかと

いった相互の関連性については議論がなされていな

し、。

本研究では， 集団内葛藤対処行動を検討した De-

Church & Marks (2001)にならい，能動性と同意

性に注目する。これらは，対処行動の分類に関する

先行研究のメタ分析から提出された，代表性の高い

対処行動jである (Vande Vliert & Euwema， 1994)。

能動性は，反応的で直接的な行動を示1。言い換え

ると，相手に対して積極的に主張を行い，主体的に

葛藤と向き合う。一方で同意性は， 心地よ く，寛大

な行動を示す。言い換えると，相手の意見を受け入

れ，傾聴の姿勢を示す。そ して，能動的かっ同意的

な対処行動は，コミュニケー ションの促進につなが

り，開放性，信頼，自発性とい う面において効果的

で(Robbins，1997)， 葛藤の低減率も高L、(藤森，

1989)。集団内で知覚される課題葛藤と関係葛藤

が，生産性や満足度へ異なる効果を有するとした先

行研究の結果と同様に，対処行動の選択にも異なる

影響を及ほ、すと予測した。

集団内葛藤と対処行動の選択に影響を及ぼす要因:

上司のリーダーシップ機能の認知

組織やチ ームでは上下関係が存在する。そして集

団構造としての上司一部下関係が， 2種類の集団内

葛藤の程度，および対処行動の選択に影響を及ぼす

ことが考えられる。

職場内の 2者聞の葛藤対処行動に焦点をあてた

Rahim (1985)では， 上司に対して相手の意見を受

け入れる譲歩的な対処行動が， 部下に対して自分の

意見を受け入れさせる主張的な対処行動が，そして

同僚に対してお互いの意見に折り合いをつける妥協

的な対処行動が選択されることが示された。しかし

ながら一概に上下関係といっても，例えば上司の行

動特性の遠いが，部下の選択する行動に影響を及ぼ

す可能性がある。松原 ・林(1985)は， 3~7 名で構

成される企業の作業班に所属する男性作業員を対象

にして，直属の上司である班長のリーダーシップ行

動とパーソナ リティ認知を評定させた。その結果，

集団維持型リーダーシ yフ。行動を高く評定された班

長は，人の良さ，部下中心志向，対人関係志向と

いったノfーソナリティ認知がなされた。一方で，課

題解決型リ ーダーシップ行動が高いと評定された班

長は，仕事への自信や仕事中心志向といったノ-::-ソ

ナリティ認知がなされた。このようなノfーソナリ

ティ認知の違いが，集団内葛藤に直面した際の部下

の行動に影響を及ぼしうる。すなわち，集団維持型

リー ターシップ行動傾向の高い上司が存在する場

合，部下中心志向といったノマーソナリティ認知がな

され，葛藤状況において部下は自 らの意見をより積

極的に主張するといった能動的な対処行動を選択す

る可能性が予惣される。一方，課題解決型リーダー

シップ行動傾向の高い上司のもとでは，部下は譲歩

といった同意的な葛藤対処行動を選択する傾向にあ

ると考えられる。

なお， リーダーシ yフ。行動は， 集団メンバーの個

人特性やコミュニケーション特徴などとともに，集

団内葛藤の先行要因と考えられている (Robbins，

1997)。ただし， 2種類の葛藤によってその影響の程

度が異なるかどうかは検討されていなし、。そこで本

研究では，上司のリーダーシyフ。行動に関する部下

の評価，集団内葛藤の知覚，集団内葛藤対処行動を

測定し，これらの影響過程について検討する。

本研究で検討するモデル

以上の議論より，本研究の目的を述べる。本研究

では，直属の上司 I名を含む組織の作業チ ームに所

属する従業員を対象として，直属の上司のリ ーダー

シyプ行動が 2種類の集団内葛藤(課題葛藤と関係

葛藤)および対処行動に及ぼす影響を検討する。ま

た 2種類の集団内葛藤が対処行動jに及ほ‘す影響に

ついても同時に検討する。それぞれの変数の関係性

|上司のリーダーシップ機能 ト 巨亘亙)→| 脚附動 |

Figure 1 本研究で検討するモデル



村LII.大坊 作業チーム内での2鹿矧の白線 ( 123 ) 

について， Figure 1に示した。

方法

調査対象者 不動産関連の営業をしている会社員

男性 133名(平均年齢・35.68歳，SD=7.83)が調

査に参加した。対象者は， 1人の直属の上司と複数

の同僚 2-4名程度からなる作業チームに所属 し，

ミーテインクを行う機会にあ った。

手続き 本調査は，スキル・卜 レーニンク プロク

ラムの一環として実施された。 調査期間は 2004年

9月から 2005年 12月ま でで，合計 13社の社員を

対象に，調査協力者が質問紙を配布した。 スキル ・

トレーニングプログラムの開始前に回答を求め，回

答が終了した時点で回収 した。回答に不備はな く，

133名のデータすべてを分析対象とした。

測定指標

集団内葛藤 Jehn (1995)による集団内葛藤尺度

を用いた。関係葛藤 (4項目)，課題葛藤 (4項目)の

2因子で構成される。本研究では，各因子か ら2項

目ずつを用いて合計 4項目を使用した2)。邦訳の際

は，まず第 l著者が訳したものを， 在米経験が 3年

以上の社会心理学を専攻する大学院生男女各 l名

ずつに個別にチェックしてもらい，話し合いをして

修正を加えるという手続きをと った。そして，作業

チーム内の葛藤の程度について，それぞれ 7段階で

評定を求めた(1 全くない一7:非常によくある)。

関係葛藤は 「メンバ一間での不和はと の程度ありま

すかj，i性格的に合わないと いったことはとの程度

ありますかj，課題葛藤は 「仕事内容に関する意見の

くい迷いはどの程度生じますかj，i意見の相違は ど

の程度見られますかj，でそれぞれ測定した。

集団内葛藤対処行動 村山・ 藤本 ・大坊 (2005)

による集団内葛藤対処行動尺度 14項目を使用し

た。自己志向因子 (7項目)，他者志向因子 (7項目)

か ら構成されている。 Lovelace，Shapiro， & Wein-

2)欧米の先行研究において多く使用されていること

や，尺度そのものの妥当性を確認することを目的

とした研究 (Pearson，Ensley， & Amason， 2002) 
も発表されているため，本研究で もこの尺l交を使

用した。 ただし，類似した内容の項目文が多く，

ほぼ同義の項目について質問を繰り返すことにな

るのではないかという疑問が， ~' I\訳に 当 た っ た協
力者との話し合いで挙がった。 したがって， 本研

究では，比較的文意の異なる 2項目を測定項目と

して採用することとした。

gart (2001)や DeChurch& Marks (2001)の議論

にならい，自己志向因子(うまく相手を納得させ ら

れる意見を言 う，自分の意見を受け入れさせる，な

との項目)で能動性を，他者志向因子(相手の考えを

尊重する， 相手の意見を受け入れる， なと の目)で

同意性を，それぞれ 7 件法でi~IJ定した。 (1: 全く 使

わない一7:非常によ く使う)。

直属の上司のリーダーシップ機能 三隅 (1984)

による PlVI指導行動測定尺度 20項目を使用した。

この尺度は， P (課題解決的)機能 (10項目)， 1VI (集

団維持的)機能 (10項目)から構成されており，作業

チーム内の直属の上司について 5段階で評定を求

めた (1・ 全くそうでな い 5・かなり そうだ)。

結果

測定した変数の記述統計量を Table 1に示した。

各尺度の因子に対して α係数を算出したところ，

α=.72-.89と比較的高い信頼性が得られたことか

ら，分析では因子ことに項目を合算し，平均した値

を用いた。そして，本研究で仮定した集団内葛藤に

関する影響過程の検討を目的に， Amosによ る共分

散構造分析を行 った。最終的なモデルを Figure2 

に示す 。適合度指標の値は高く (X2(6)= 5.02， ns， 

GFI=.99， CFI= 1.00， RlVISEA=.OO)， モデルの当

てはまりは卜分であると考えられる。

まず，集団維持的なリ ーダー シ y プ行動 (M機

能)の程度が低いと認知された上司がいる作業チー

ムでは，関係葛藤，課題葛藤ともに高くな った。パ

ス係数の値は， 関係葛藤に対するものが 34 (ρ< 

.001)，課題葛藤に対するものが 28 (T< .001)と，

いずれも有意である。 さらに関係葛藤の高さは同意

的対処行動を有意に減少させ (β=一.20，p<.05)，能

動的対処行動を有意に増加させる (s=.26，ρ<.01)

ことが示された。上司の課題解決的なリ ーダーシッ

プ行動 (P機能)と作業チ ーム内で知覚される 2種

Table 1 各変数の記述統計量

変数 平均値 標準偏差 α係数

能動的対処行動 4.58 .88 84 
同意的対処行部j 4.92 75 72 
上司の P機能 3.84 64 .88 
上司の M機能 3.81 .61 .89 
関係葛藤 3.50 1.44 .81 
課題葛藤 3.70 1.26 .82 
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X'(6)=5.02， ns 

GFI=.99， CFI=1.00， RMSEA=目。

R'=.II 

.p < .05， "p < .01，・・・p< .001 

note. R'2は有意性検定されない

Figure 2 上司のリーダーシップ機能，集団内葛藤，対処行動の影響過程に関するモデル

類の葛藤の程度，および課題葛藤の程度と対処行動

には，有意な関連が見られなかった。

なお本研究では，上司のリーダーシッフ。行動が，

集団内葛藤の程度に影響を及ぼし，それが対処行動

に影響するという一連の影響過程に加え， リ ター

シップ行動が対処行動に直接影響することも想定し

た。そして分析から，上司の M機能は，能動的な対

処行動を有意に増加させる一方 (s=.46，p<.OOl) 

で P機能の程度が高く認知されると，同意的な対

処行動が有意に増加することが明らかになった

(β=.24，p<.01)。この結果は，先に述べた予測と一

致する。

以上から，上司のリータ シッフ。行動，作業チ ー

ム内で知覚される葛藤，対処行動に関する一連の影

響過程が示された。

考察

本研究では，組織やチームでの良好な対人関係の

維持，および生産性の向上に関連する概念として集

団内葛藤を取り上げた。そして作業チームに所属す

る従業員を対象に，直属の上司のリ ーダーシップ行

動，作業チ ム内の葛藤の程度，葛藤への対処行動

を測定し，これらの変数をモデルに組み込んだ一連

の影響過程を検討 した。分析の結果， 1)上司のリー

ターシッフ。行動は，集団内葛藤の知覚に影響し，さ

らに2)集団内葛藤の lつである関係葛藤が対処行

動に影響を与えることが示された。加えて， 3)上司

のリーターシッフ。行動は直接的にも集団内葛藤対処

行動に影響することが明らかになった。

まず，M機能の程度が低く評価される上司のいる

作業チ ームでは，関係葛藤と諜題葛藤の知覚が，と

もに高くなった。つまり，個人的な問題について配

慮したり，職場の雰囲気を良好にしようと心がける

といった関係志向的な リー ダーシップ行動が少ない

と，作業チ ーム内の葛藤全般の知覚が増加する。関

係葛藤と課題葛藤は，知覚される原因は異なるが，

1iL 、の相容れない要求や行動の知覚という点では同

じである。また，先行研究から，強い課題葛藤の知

覚が関係葛藤の増加につながったり，関係葛藤が課

題葛藤として誤帰属される可能性が指摘されており

(Simons & Peterson， 2000)， 2種類の集団内葛藤は

相互に関連しあう概念といえる。したがって，この

ような特徴を有する集団内葛藤に対しては，専門性

の高さや仕事に対する明確な方針が評価される課題

志向的なリ ーダーシ yフ。行動ではなく ，集団維持的

なリーダーシyプ行動が影響するのではなし、かと考

えられる。

次に，関係葛藤の高さは，能動的対処行動の程度

を増加させ，同意的対処行動の程度を低下させた。

関係葛藤が知覚されることで，チ ム内の緊張感や

敵対心，不快感は増加する(Jehn& Mannix， 2001; 

Evan， 1965; Jehn， 1995)。そして敵対心などによ

り，相手の意見に耳を傾けるといった同意的な対処

行動が減少し，結果と して自分の意見を主張するこ

とにのみ，より注意が向いている可能性がある。こ

のような対処行動は，強引な手段とも受け取れよ

つ。

最後に，上司のリーダーシップ機能によって対処

行動への影響が奥なり P機能が高く評価される場

合，同意的対処行動は増加し， M機能が高く評価さ

れる場合は能動的対処行動が増加した。仕事の進み

異合についての報告や，規則に従うことを求めると
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いった課題志向的な行動が多い上司のもとでは， 葛

藤時に自らの意見を積極的に主張しでも，それが受

け入れられる可能性は低L、。結果として，相手の意

見を受け入れるような，譲歩を示す対処行動が選択

されやすくなることを示唆している。 一方，集団tft

持的な行動が顕著な上司がいると，作業チーム内で

の公平な取り扱いが期待され(三隅， 1984)，葛藤

が生じたときに自らの意見を主張しても，それが受

け入れられる可能性は高くなるであろう。結果とし

て，能動的対処行動の増加につながるのではないだ

ろうか。以上の結果は，上司のリーダーシ y プ行動

からE忍女[Jされるノfーソナリティ {頃向について検討し

た松原 ・林(1985)の結果か らの予測とも一致する。

本研究の結果から，上司の P，M機能は，寸どれ

も高いほうが，能動性と同意性がともに高い効果的

な対処行動につながる可能性が示唆された。また，

実験場面のような l回の相互作用ではなく，組織や

チ ムでは関係性の継続が予期される。後の作業

チ ム内の葛藤増加の予防，そして対処行動の選択

の幅を拡げるという点でも，上司のリ ーダーシップ

機能が果たす役割lは大きいと思われる。なお， P得

点， M得点の組み合わせで類型化される四つのリー

ダーシ y プスタイルの中でも， PM型はl殿場のモ

ラールや生産性の高さと強く関連する(三隅，

1984)。本研究で得られた結果は， これと同様の方

向性を示すものであろう。

関係葛藤の影響は対処行部jに及び，またその方向

性は本研究で測定した対処行動 ζ とに異なってい

た。しかしながら，課題葛藤の影響は対処行動に及

ばなかった。その理由として，関係葛藤と課題葛藤

がともに知覚される場合，特に日本人においては関

係葛藤をよ り重視して対処行動が選択され，結果と

して課題葛藤から対処行動に及ぶ効果が見られない

という可能性が考えられる。本研究でも，関係葛藤

と課題葛藤の相関関係は r=.57と比較的強く， 2種

類の葛藤が同時に知覚されている可能性が高い。吉

田 ・田中(1985)で報告されているように，集団活

動において， 日本人はメンパー聞の情緒的つながり

を重視する。また，日本人の価li値観が，人間的なつ

ながりに強くおかれていることも Nakane(1973) 

によって指摘されている。このような特徴をもっ日

本人で‘構成された作業チ ームを対象にした結果，関

係葛藤の程度のみが対処行動の選択に影響を及ぼし

たのかもしれなし、。この点を明らかにするために

は，今後，1)関係葛藤が知覚される状況， 2)課題葛

藤が知覚される状況，そして 3)両方の葛藤が同時

に知覚される状況の対処行動の違いについて， 日本

を含むいくつかの文化圏で検討する必要がある。

本研究にはいくつかの限界も存在する。第一に，

今回はど のような状況においてどのような集団内葛

藤対処行動が選択されるのかについて検討を行った

ため，何をもって 「効果的な葛藤対処行動」といえ

るのかについては詳細に検討できていなし、。対人葛

藤を扱った加藤 (2003)では，個人の葛藤対処スタ

イルと精神的健康との関連を検討しており， 葛藤相

手を避けたり問題をあやふやにするといった対処ス

タイルを用いる個人は，適応指標と負の関連を示し

た。そして，相手の意見に耳を傾けつつ， 自らも積

極的に葛藤に向き合うといった対処スタイルを用 L、

る個人は，適応、指襟と正の関連を示した。本研究で

は作業チ ーム内の葛藤を対象と しているため，対処

行動の効果性の指標としては，加藤 (2003)が用い

た適応指標よりも，生産性や帰属意識などが考えら

れる。また，実|擦に葛藤が低減しているかどうかを

効果性として促えることもできょう。ある特定の対

処行動をとることで，実際に葛藤が低減されるの

か，また，チームの対人関係の良好さや生産性との

関連を検討した包括的な集団内葛藤対処行動に闘世

るモデルの提示が必要である。

第二に，本研究では集団内葛藤の評定値がメン

ノて一間である程度一貫 し， メンバー内で共有される

概念であるという先行研究の考え方にならったが

(e.g.， Peterson & Behfar， 2003)，得られたデータを

用いてその妥当性を検討するには至っていない。そ

の理由として，今回は異なる組織の異なる作業チ ー

ムに所属する個人を対象としたことが挙げられる。

集団レベルの変数は収集できておらず，分析は全て

個人レベルで行っているため，関係葛藤と課題葛藤

を，チーム全体の特徴として促えきれていないとい

う点がある。今後は作業チ ーム単位でのデータを収

集し，階層線形モデル (Hi巴rarchicallinear model; 

Randenbush & Bryk， 2002)などを用いて，個人レ

ベルと集団レベルの変数を同H寺にモデルに組み込ん

だ上で分析を行うことで，集団内葛藤をチームの特

徴として正確に反映させた検討が望まれる。

第三に，本研究では集団内葛藤を対象としたた
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め，葛藤状況にある特定のメンバー l名を想定させ

たわけではなし、。そのため，上司部下のような 2

者関係で得られた Rahim(1985)の知見と直接の比

較はできなし、。また，作業チーム内の上司の行動傾

向が，集団内葛藤対処行動に影響することを仮定し

たが，上司以外の同僚に異なる対処行動を用いる可

能性などの詳細な検討には至っていない。今後は，

作業チームのメンバーそれぞれに対する対処行動を

評定させるといった方法を用いて，個人の選択する

対処行動がメンパーによって異なるのか，それとも

作業チーム内で比較的一貫するものかどうかを確認

し，集団内葛藤対処行動に関する知見を積み重ねる

必要がある。

最後に，本研究では男性従業員を対象として調査

を行ったが，先行研究で指摘されているように，対

人葛藤対処行動には男女差があり (Ohbuchi& 

Baba， 1988)， 作業チーム内において生じた葛藤へ

の対処行動の選択に関しでも男女差が存在する可能

性がある。また会社組織では男女がともに同じチー

ムで働く状況も多く，そのようなチ ム内における

個人の対処行動の特徴を確認することは非常に重要

である。 一般化可能性を高めるためには，男女の集

団内葛藤対処行動の違いや，幅広い職種を対象とし

たさらなる検討を行うべきであろう。
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